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島根県内における令和５年の建設業の労働災害発生状況（新型コロナり患
者のぞく）は、休業４日以上の被災者数が104人と、前年から15人
（12.6％）減少し、うち死亡者数は前年と同数の２人となりました。

年別労働災害発生件数の推移（コロナ除く） 年別死亡災害発生件数の推移

全産業

建設業

１

全産業（コロナ除く）

・ ・ 労働基準監督署

104

建設業（コロナ除く）

119



労働基準監督署別労働災害発生状況

死亡災害（平成３１年～令和５年）

注：休業４日以上、隠岐は松江署の内数。

№ 発生年月 元請下請 発 生 状 況

1
平成31年
１月

下請 工事現場の駐車場において、被災者の乗っていた車両が炎上した。

2
令和元年
11月

下請 つり足場において作業を行っていたところ、作業床の端から川に墜落し、溺死した。

3
令和２年
８月

下請
同僚と２名で倉庫屋根上（鉄骨スレート葺）を覆っている木の枝の除去作業中、外
部足場から倉庫屋根上に移動し歩いていたところ、屋根に取り付けていた明かり取
り用波板を踏み抜き、約６ｍ下のコンクリート床に墜落した。

4
令和２年
12月

元請
道路の除雪作業のため自宅から除雪ドーザー駐車場所に向かう旨、午前２時30分頃
会社に電話連絡後、連絡がとれなくなり、約13時間後に上記駐車場付近で倒れてい
る被災者が発見された。

5
令和３年
８月

下請
建築工事現場の屋根上で資材片付け作業中、照明設備を取付けるための開口部
（90cm×90cm）から、約11ｍ下のコンクリート床に墜落した。

6
令和３年
12月

元請 乗用車を運転中、反対車線へはみ出し、対向車と衝突した。

7
令和４年
2月

下請 動力機械内に設置されていた検知器の点検作業中、機械と床の間に挟まれた。

8
令和４年
8月

下請
クレーン船を作業位置に移動させる際、水中コンクリート型枠に接触し、その型枠
脱型作業していた被災者がクレーン船と型枠の間に挟まれた。

9
令和５年
11月

下請
土嚢を据え付ける作業中、ドラグ・ショベルの横を通行していたところ、ドラグ・
ショベルが旋回し、ドラグ・ショベルの車体後方部と仮設防護柵にはさまれた。

10
令和５年
12月

下請
埋め捨てられていたタワークレーンの基礎の撤去作業中、高さ約2.7mにあった地
中梁の均しコンクリートの塊が落下し、その下敷きになった。

２

死亡 死傷者 死亡 死傷者 死亡 死傷者 死亡 死傷者 死亡 死傷者 死亡 死傷者 死亡 死傷者 死亡 死傷者 死亡 死傷者 死亡 死傷者 死亡 死傷者 死亡 死傷者

5 718 4 741 23 3.2 2 295 3 282 ▲ 13 0 24 0 20 ▲ 4 1 252 1 272 20 2 101 0 114 13 0 70 0 73 3

土 木 1 39 2 38 ▲ 1 ▲ 2.6 4 2 12 8 1 ▲ 1 16 10 ▲ 6 1 11 12 1 8 4 ▲ 4

木 造 建 築 0 14 0 10 ▲ 4 ▲ 28.6 4 5 1 0 5 4 ▲ 1 4 1 ▲ 3 1 ▲ 1

そ の 他 の 建 築 1 50 0 37 ▲ 13 ▲ 26.0 21 14 ▲ 7 2 0 1 ▲ 1 17 10 ▲ 7 1 5 3 ▲ 2 7 10 3

そ の 他 0 16 0 19 3 18.8 6 4 ▲ 2 0 0 6 13 7 2 2 0 2 ▲ 2

小 計 2 119 2 104 ▲ 15 ▲ 12.6 0 35 2 35 0 0 3 0 1 ▲ 2 0 44 0 37 ▲ 7 2 22 0 18 ▲ 4 0 18 0 14 ▲ 4

2 148 1 147 ▲ 1 ▲ 0.7 1 62 0 44 ▲ 18 0 4 0 2 ▲ 2 1 53 1 64 11 0 18 0 24 6 0 15 0 15 0

0 22 0 34 12 54.5 0 7 0 11 4 0 2 0 3 1 0 5 0 13 8 0 4 0 8 4 0 6 0 2 ▲ 4

0 1599 0 568 ▲ 1031 ▲ 64.5 0 602 0 283 ▲ 319 0 3 0 31 28 0 639 0 146 ▲ 493 0 157 0 73 ▲ 84 0 201 0 66 ▲ 135

業 種

全産業計（除鉱山法適用）

建
設
業

４年 ５年５年
増減数

増減率

（％）

４年 ４年 ５年
増減数

４年 ５年
増減数

全署計 松江署 出雲署 浜田署 益田署

増減数
４年

隠岐

４年

製造業

林業

新型コロナり患（※外数）

５年
増減数

５年
増減数



はしご、

脚立、

踏み台等

41人

23%

屋根、はり、

もや、けた、

合掌

29人

16%建築物、構

築物

21人

12%

足場

17人

9%

トラック

10人

6%

その他

62人

34%

12 16 10 14 11
8 6 12 10 8

7 7 8
14

10
17 10 7

16
11

30 31 35

32

31

0

50

100

150

元年 ２年 ３年 ４年 ５年

転倒 飛来・落下 はさまれ・

巻き込まれ

切れ・こすれ その他 墜落・転落

101

3１
30.7％

34
31.5％

33
27.7％

49
40.5％

108 104

121

建設現場で墜落・転落災害を防止するため、次の各種対策の実施及び確認をお願いします。

【過去５年の墜落・転落災害の起因物】

３

墜落・転落災害により

過去５年で１80人被災！

事故の型別発生状況

墜落・転落災害防止対策

◇ 足場等からの墜落・転落災害防止
足場は労働安全衛生規則を遵守し設置する

とともに、「足場からの墜落・転落災害防止
総合対策推進要綱」に基づく「より安全な措
置」等の措置を適切に実施してください。

◇ はしご・脚立からの墜落・転落災害防止
骨折等の重篤な災害が多数発生し、

過去には死亡災害も発生しています。
「はしご」・「脚立」を使用する
場合は、作業前にチェックリストに
より 点検し、安全を確認してから作
業を行ってください。

◇ 墜落制止用器具の適切な使用
旧規格の胴ベルト型安全帯は、令和４年１月２日以降使用することができません。
令和４年１月２日以降は、「墜落制止用器具の規格」に適合したものを使用しなければ

なりません。
フルハーネス型墜落制止用器具の使用にあたっては、使用させる労働者に特別教育を実

施するほか、「墜落制止用器具の安全な使用に関するガイドライン」に基づき適切な措置
を講じてください。

― 規格不適合の墜落制止用器具の使用中止について ―

墜落制止用器具の一部の製品について、構造規格を満たしていないものがあることが判

明しました。構造規格を満たしていない墜落制止用器具の使用は中止してください。
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33
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４

建築物石綿含有建材調査者について

〇 令和５年10月から着工する建築物等の解体・改修工事の事前調査は、建築物石綿含有建材調査者ま
たは日本アスベスト調査診断協会の登録者が行う必要があります。

〇 資格を取得するためには、登録講習機関が実施する講習を受講し、修了する必要があります。
〇 建築物等の解体・改修工事を行う事業者は、計画的に資格者等の育成を進めてください。

建築物石綿含有建材調査者講習実施機関 ※ 講習日程等については各講習機関へお問い合わせ下さい。
(一社)島根労働基準協会 松江市学園１丁目５ー35 TEL0852-23-1730
建設業労働災害防止協会島根県支部 松江市西嫁島町１丁目３ー17 TEL0852-21-9004
株式会社ＭＳＴＣ 松江市東出雲町意宇東3丁目2番地４ TEL0852-52-5703

◇ 高度安全機械等導入支援補助金のご案内
所定の建設機械に厚労省指定の安全装置を取り付けることで１機あたり最大で100万円

の補助が受けられます。申請方法は建災防本部のホームページをご覧ください。

◇ 団体経由産業保健活動推進助成金のご案内
事業主団体又は共同事業主で、中小企業事業主の占める割合が全体の過半数を占めるなど一定の

要件を満たす団体に対し、傘下の中小企業等が医師、歯科医師による健康診断結果意見聴取、医師に
よる面接指導、医師、保健師、看護師等による健康相談対応、医師、保健師、看護師等による健康教育
研修などの産業保健サービスを行った場合、５００万円を上限に、要した費用の９割を助成します。（構成
事業主が５０以上あること等を満たす場合は1,000万円上限となります。）

・ ・ 労働基準監督署


